
別添１ 

仕 様 書 

１．概 要 
（１）件名     東京外国語大学府中キャンパスで使用する電気需給契約 
（２）需要場所 東京外国語大学府中キャンパス（ただし、国際交流会館１～ 

３号館は除く） 
東京都府中市朝日町３－１１－１ 

（３）業種及び用途 官公署   学校（大学） 

２．仕 様 
（１）供給電気方式等

① 供給電気方式  ：交流３相３線式 
② 供給電圧（標準電圧）：６，０００Ｖ
③ 計量電圧（標準電圧）：６，０００Ｖ
④ 標準周波数  ：５０Ｈｚ 
⑤ 受電方式 ：1 回線受電 
⑥ 蓄熱式負荷設備の有無：無

（２）契約電力、予定使用電力量
① 予定契約電力  ：１，１５０ｋＷ 
② 予定使用電力量      ：３,３４６,５００ｋWh／年とする。 

月別の予定使用電力量は「資料１」のとおり。 

（３）使用期間
令和 8 年４月１日０：００ から 令和 9 年３月３１日２４：００まで

（４）電力量等の計量
① 自動検針装置 ：有
② 電力会社の検針方法 ：遠隔自動検針
③ 電力量計構成 ：電力需給用複合計器（精密級）

（５）需給地点
府中キャンパスに設置されている一般送配電事業者の供給用配電箱内にある、一般送配
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電事業者の母線と本学の地絡しゃ断器（ＵＧＳ）の電源側接点。 
 

（６）電気工作物の財産分界点 
需給地点に同じ。 
 

（７）保安上の責任分界点 
需給地点に同じ。 
 

（８）発電設備 
①  本学では発電設備として、以下の設備を有している。 
   ・常用、非常用兼用ガス発電機 発電力 ３７０ｋＷｈ／台 × ２台 
    （繁忙期には、２台併用運転を実施する。） 
   ・太陽光発電機 発電力 １００ｋＷ（３０ｋＷ／台×2 台、４０Kw/台× ２台） 
②  発電量とは、常用、非常兼用発電機より発電された電気量であり、全量自家消費され

る量。（使用電力量には含まれない。） 
 

（９）その他 
①  力率の保持のため自動力率調整装置を設置しているため、使用期間中は１００％を保 
 持する予定である。 
②  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に無い。 
③ 各月の電気料金の算定において、基本料金の力率割引又は割増、電力量料金の燃料費調
整、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づく賦課金および自
家発補給電力については、東京電力エナジーパートナー株式会社が定める電気需給約款
「特別高圧・高圧」によるものとするが、入札価格の算定にあたっては、力率１００％と
し、燃料費等調整額、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づく
賦課金、自家発補給電力については考慮しない。（なお、自家発補給電力については、東
京電力エナジーパートナー株式会社との協議の結果、今の電気料金に含まれていない。） 

④ 使用される全ての電力の電力量料金が一般社団法人日本卸電力取引所のスポット価格
の高騰の影響を受けない体系となっていること。 

⑤ 東京電力パワーグリット株式会社との間で、発電設備系統連系サービス要綱に基づき、
連系契約をしていること。 

⑥ その他この仕様書に定めのない事項については、別途当局職員の指示に従うものとす 
る。 

  ⑦ 電力供給における料金その他を計算する場合の単位およびその端数処理は次のとおり 
とする。 
・契約電力および最大需要電力の単位は１キロワット（ｋW）とし、その端数は小数点以 
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下第１位で四捨五入する。 
・使用電力量の単位は１キロワット（ｋWｈ）とし、その端数は小数点以下第１位で四捨 
五入する。 
・料金その他計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り 
捨てる。 
・消費税および地方消費税の額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨てる。 

 
３．本学の要求要件 
（１）本学が要求する期間中、本学の設備等を利用して安定した電気の供給が可能であること。 

ただし、当該設備等に改修および改造等が必要であるときには、本学と協議すること。 
（２）障害等が発生した場合に、迅速に対応できること。 
（３）本学が指定した日付の使用電気量実績値の提示を求めた場合、指定日から過去１ヵ月分の 

実績値（速報値と確定値）を提出すること。（速報値については、要求日から供給者の３営 
業日以内に提出できること。）ただし、契約期間以外は除外とする。 

（４）要求要件は本学が必要とする最低限のものを示しており、履行されないと判定がなされた 
場合には不合格となり、落札決定の対象から除外する。 

（５）本学の要求要件を履行できるか否かの判定は、本件に係る仕様書および入札説明書等で求 
める提供資料の内容を審査して行う。 

 
４．添付資料 
 資料１ 契約期間内の月別予定使用電力量および予定発電量 
 資料２ 令和６年度の月別最大使用電力量および最大消費電力量の実績値 
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資料１

　　　　　　　（単位：ｋＷｈ）

予定発電量

(ガス発電機＋太陽光発電分)

令和8年度４月分 240,943 17,343

令和8年度５月分 250,282 15,345

令和8年度６月分 305,534 83,962

令和8年度７月分 334,397 113,152

令和8年度８月分 270,658 65,397

令和8年度９月分 286,711 66,454

令和8年度１０月分 313,776 22,436

令和8年度１１月分 291,290 9,724

令和8年度１２月分 265,318 37,699

令和8年度１月分 268,747 42,660

令和8年度２月分 257,525 14,649

令和8年度３月分 261,319 12,679

計 3,346,500 501,500

年    月 予定使用電力量

月別予定使用電力量および予定発電量

（注）この値は予定値であり、保証された量ではない。
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資料２

（単位：ｋＷ）

年 　月 最大使用電力 最大消費電力
最大消費電力時の
使用電力

最大消費電力時の
ガス発電電力

令和６年度  ４月 720 720 720 0
令和６年度  ５月 860 860 860 0
令和６年度  ６月 910 1,210 840 370
令和６年度  ７月 900 1,500 760 740
令和６年度  ８月 830 1,200 830 370
令和６年度  ９月 820 1,200 820 380
令和６年度１０月 940 1110 740 370
令和６年度１１月 910 910 910 0
令和６年度１２月 900 1130 770 360
令和６年度　１月 900 1,260 900 360
令和６年度　２月 910 920 590 330
令和６年度　３月 890 890 890 0

月別最大使用電力および最大消費電力の実績値

（注）この表は将来の最大使用電力量の数値を示すものではない。
　　　消費電力は、同時に消費される使用電力と発電電力を合算した値
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電 気 需 給 契 約 書 （案） 

 

 

発注者 国立大学法人東京外国語大学 学長 春名 展生（以下「甲」という。）と供給者                      

[社名・代表者名]（以下「乙」という。）との間において、東京外国語大学府中キャンパス（ただ

し、国際交流会館１～３号館を除く）で使用する電気の需給に関し下記事項により契約を締結す

る。 

   （契約の目的） 

第 1条  乙は、別冊仕様書（以下「仕様書」という。）に基づき東京外国語大学府中キャンパス

で使用する電気を需要に応じて供給し、甲は乙にその対価を支払うものとする。 

   （契約金額） 

第 2条  契約金額は次のとおりとする。 

 

（基本料金） 

 基本料金単価 

（1kW につき） 

消費税及び 

地方消費税額 
合   計 

契約電力 円 円 円 

 

（電力量料金） 

 従量料金単価 

（1kWh につき） 

消費税及び 

地方消費税額 
合    計 

夏季月（７月～９月） 円 円 円 

その他季月 円 円 円 

 

2  前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第 28条第 1項及び第 29条並びに地方

税法第 72条の 82及び第 72条の 83の規定に基づき契約金額に 110分の 10を乗じて得た

額である。 

3  乙の発電費用等の変動により契約金額の改定を必要とするときは、甲・乙協議の上価

格を改定できる。 

   （契約期間） 

第 3条  契約期間は、令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31日までとする。 

   （契約保証金） 

第 4条  契約保証金は免除する。 

   （権利義務の譲渡等） 
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第 5条  乙は、本契約によって生じる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は継承させては

ならない。ただし、甲の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

   （使用電力量の増減） 

第 6条  甲の使用電力量は、都合により予定使用電力量を上回り、又は下回ることができる。 

（契約電力） 

第７条   契約電力とは、契約上使用できる電気の最大の電力をいい、計量器により計測し、算

出される値が原則としてこれを超えないものとする。 

   （契約電力の変更） 

第 8条  甲が前項の規定によらないで契約電力を超過した場合は、契約超過金の支払いについて

甲乙協議を行い、契約超過金の支払いが適当であると認められるときは、甲は当該協議

において決定された金額を契約超過金として乙に支払うものとする。 

2  前項の契約超過金は、その１月（前月の計量日から当月の計量日の前日までの期間を

いう。）の最大需要電力から契約電力を差し引いた値に第２条に定める基本料金単価を乗

じて得た金額をその１月の力率により割引または割増したものの１．５倍に相当する金額

とする。 

      3  契約電力を変更する場合には、別途覚書を締結する。 

   （計量及び検査） 

第 9条  計量日は、甲・乙協議の上決定し、乙は計量日に計量器に記録された値の読みにより使

用電力量等を算定し、甲の指定する職員の検査を受けなければならない。 

   （料金の算定） 

第 10条  料金の算定は１月ごとに、その使用電力量等により行う。 

2  各月の電気料金の算定において、基本料金の力率割引又は割増、電力量料金の燃料

費調整、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく

賦課金及び自家発補給電力については、東京電力エナジーパートナー株式会社が定める

電気需給約款「高圧」によるものとする。 

   （料金の請求及び支払等） 

第 11 条  乙は、第 8 条で定めた検査終了後、その算定に基づき料金を算出し 1 月毎に甲に請求

するものとする（当該金額に円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てた金額）。 

2  乙は、需要場所毎にそれぞれ請求書を作成の上、東京外国語大学会計課調達経理係に

送付するものとする。 

3  甲は、乙から適法な支払い請求書を受理した日から 30日以内に支払うものとする。た

だし、特別の理由がある場合は、この限りではない。 

   （契約の解除） 

第 12 条  甲は、乙が次の各号の一に該当するときは本契約の全部又は一部を解除することがで

きる。 

 一   乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、電力の供給をする見込みがないと甲が

認めたとき。 

 二   正当な事由により解約を申し出たとき。 

 三   本契約の履行に関し、乙又はその従業員、使用人等に不正な行為があったとき。 
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 四   乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下

「独占禁止法」という。）第 3 条又は第 19 条の規定に違反し、又は乙が構成員である事

業者団体が、同法第 8 条第 1 号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙又は

乙が構成員である事業者団体に対して、同法第 49条に規定する排除措置命令又は同法第

62条第 1項に規定する納付命令を行い、当該命令が確定したとき。ただし、乙が同法第

19条の規定に違反した場合であって当該違反行為が同法第 2条第 9項の規定に基づく不

公正な取引方法（昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号）第 6 項に規定する不当廉売の

場合など甲に金銭的損害が生じない行為として、乙がこれを証明し、その証明を甲が認

めたときは、この限りではない。 

 五   公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第 7 条の 2 第 18 項又は第 21 項の規定によ

る課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

 六   乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治 40 年法律第 45   

号）第 96条の 6又は独占禁止法第 89条第 1項若しくは第 95条第 1項第 1号の規定によ

る刑が確定したとき。 

 七   前各号に定めるもののほか、乙が本契約条項に違反したとき。 

   （違約金） 

第 13 条  天災その他不可抗力の原因又は前条第 2 号の規定によらないで本契約が解除された場

合は、乙は当該日から契約期間満了の日までに係る予定使用電力量に第 2 条に定める契

約金額（電力量料金単価）を乗じて得た額と契約電力に契約金額（基本料金単価）を乗

じて得た額の合計額の 100分の 10に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支

払わなければならない。 

2  乙が、前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経

過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年 5 パーセントの割合で計算した額の

遅延利息を甲に支払わなければならない。 

3  第 1 項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、

甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

4  乙は、この契約に関して、第 1 項の各号の一に該当することとなった場合には、速や

かに、当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

   （損害賠償） 

第 14条  甲は、契約の解除（第 11 条第 1項第 2号を除く）及び違約金の徴収をしてもなお損害

賠償の請求をすることができる。 

（秘密の保全） 

第 15 条  乙は、この契約によって知得した内容を契約の目的以外に利用し、又は第三者に漏ら

してはならない。 

   （契約の細目） 

第 16 条  この契約についての必要な細目は、国立大学法人東京外国語大学契約事務取扱細則に

よるものとする。 
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   （紛争の解決方法） 

第 17 条  この契約について、甲・乙間に紛争を生じたときは、双方協議の上これを解決するも

のとする。 

   （訴えの管轄） 

第 18 条  この契約に関する訴えの管轄は、国立大学法人東京外国語大学所在地を管轄区域とす

る地方裁判所を専属管轄裁判所とする。 

   （定めのない事項等の処理） 

第 19 条  この契約に定めのない事項又は本契約に疑義があるときは、甲・乙協議の上決定する

ものとする。 

 

 上記の契約の成立を証するため、甲・乙は次に記名し、印を押すものとする。 

 この契約書は、2通作成し、双方で各 1通を所持するものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

   甲  東京都府中市朝日町 3-11-1 

      国立大学法人東京外国語大学 

      学長 春名 展生 

 

   乙  ［ 住     所 ］ 

      ［ 会  社  名 ］ 

      ［ 代 表 者 名 ］ 
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二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件 

 
１．条件 

電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報を開示（※１）しており、かつ、①令和 5 年度

1kWh 当たりの二酸化炭素排出係数、②令和 5 年度の未利用エネルギー活用状況、 

③令和 5 年度の再生可能エネルギーの導入状況、④グリーン電力証書の調達者への譲渡

予定量（予定使用電力量の割合）、⑤需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の

取組の 5 項目に係る数値を以下の表に当てはめた場合の評点の合計が 70 点以上である

こと。 

要 素 区 分 得点 
① 令和 5 年度１kWh 当たりの二酸化炭素排出 

係数（単位：kg-CO2/kWh） 

0.000 以上 0.400 未満  ７０ 

0.400 以上 0.425 未満  ６５ 

0.425 以上 0.450 未満  ６０ 

0.450 以上 0.475 未満  ５５ 

0.475 以上 0.500 未満  ５０ 

0.500 以上 0.525 未満  ４５ 

0.525 以上 0.550 未満  ４０ 

0.550 以上 0.575 未満  ３５ 

0.575 以上 0.600 未満  ３０ 

0.600 以上 0.625 未満  ２５ 

0.625 以上 0.810 未満 ２０ 

0.810 以上 ０ 

② 令和 5 年度の未利用エネルギー活用状況 0.675％以上 １０ 

0％超 0.675％未満  ５ 

活用していない  ０ 

③ 令和 5 年度の再生可能エネルギー導入状況 7.50％以上 ２０ 

5.00％以上 7.50％未満  １５ 

2.50％以上 5.00％未満  １０ 

0％超 2.50％未満   ５ 

活用していない   ０ 

④ グリーン電力証書の調達者への譲渡予定量（予定

使用電力量の割合） 

5.00％ １０ 

2.50％  ５ 

活用しない  ０ 



⑤ 需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供

の取組 

取り組んでいる   ５ 

取り組んでいない   ０ 

（注）各用語の定義は、表「各用語の定義」を参照。 

※  経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（令和 7 年 3 月 31 日改定）に示された電

源構成等の算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。ただし、新たに電

力の供給に参入した小売電気事業者であって、電源構成を開示していない者は、参入日から

１年間に限って開示予定時期（参入日から１年以内に限る）を明示することにより、適切に

開示したものとみなす。 

 
２．添付書類等 

入札に当たっては、競争参加資格確認関係書類として、１の条件を満たすことを示す書類及び

その根拠を示す書類を添付すること。 

 
３．契約期間内における努力等 

（１）契約事業者は、契約期間の１年間についても、１の表による評点の合計が 70 点以上とな

るように電力を供給するよう努めるものとする。 

（２）１の基準を満たして電力供給を行っているかの確認のため、必要に応じ関係書類の提出及

び説明を求めることがある。また、契約事業者は、契約期間満了後可能な限り速やかに、１の基

準を満たして電力供給を行ったか否か、報告するものとする。 

 
「各用語の定義」 

用  語 定  義 

① 令和 5 年度 1kWh 

当たりの二酸化炭

素排出係数 

「令和 5 年度 1kWh 当たりの二酸化炭素排出係数」は、次の数値とする。 

地球温暖化対策推進法に基づき、環境大臣及び経済産業大臣により公表されている令和 5

年度の調整後二酸化炭素排出係数。なお、公表されていない場合は、当該事業者が自ら検

証・公表した調整後排出係数を用いることができるものとする。 

② 令和 5 年度の未利

用エネルギー活用

状況 

未利用エネルギーの有効活用の観点から、令和 5 年度における未利用エネルギーの活用比

率を使用する。算出方法は、以下のとおり。 

令和 5 年度の未利用エネルギーによる発電電力量(送電端）（kWh）を令和 5 年度の供給電力量（需要端）（kWh）で除

した数値 

（算定方式） 

                          令和 5 年度の未利用エネルギーによる発電電力量(送電端) 

令和 5 年度の未利用エネルギーの活用状況（％）＝ 

                              令和 5 年度の供給電力量（需要端） 

×100 

 



１．未利用エネルギーによる発電を行う際に、他の化石燃料等の未利用エネルギーに該

当しないものと混燃する場合は、以下の方法により未利用エネルギーによる発電量

を算出する。 

①未利用エネルギー及び未利用エネルギーに該当しない化石燃料等の双方の実測

による燃焼時の熱量が判明する場合は、発電電力量を熱量により按分する。 

②未利用エネルギーの実測による燃焼時の熱量が判明しない場合は、未利用エ

ネルギーに該当しない化石燃料等の燃焼時の熱量と当該発電機の効率から未利

用エネルギーに該当しない化石燃料等の燃焼に伴う発電量を算出し、当該数値

を全体の発電量から除いた分を未利用エネルギーによる発電分とする。 

２．未利用エネルギーとは、発電に利用した次に掲げるエネルギー（他社電力購入に係

る活用分を含む。ただし、インバランス供給を受けた電力に含まれる未利用エネル

ギー活用分については含まない。）をいう。 

①工場等の廃熱又は排圧 

②廃棄物の燃焼に伴い発生する熱（「電気事業者による再生可能エネルギー電気 

の調達にする特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）（以下「FIT 法」とい

う。）第二条第４項において定める再生可能エネルギーに該当するものを除

く。） 

③高炉ガス又は副生ガス 

 

３．令和 5 年度の未利用エネルギーによる発電電力量には他小売電気事業者への販売分

は含まない。 

４．令和 5 年度の供給電力量には他小売電気事業者への販売分は含まない。 

 

③ 令和 5 年度の再生

エネルギーの導入

状況 

再生可能エネルギーの導入状況は以下の算定式によるもの 

（算定方式） 

①＋②＋③＋④＋⑤ 

令和 5 年度の未利用エネルギーの活用状況(%)＝                                        

                                                              ⑥ 

×100 

①令和 5 年度自社施設で発生した再生可能エネルギー電気の利用量（送電端（kWh)） 

②令和 5 年度他者より購入した再生可能エネルギー電気の利用量（送電端(kWh)) （た 

だし、再生可能エネルギーの固定価格買取制度による買取電力量は除く） 

  ③グリーンエネルギーCO2 削減相当量認証制度により所内消費分の電力に由来する

ものとして認証されたグリーンエネルギーCO2 削減相当量に相当するグリーンエ

ネルギーの電力量(kWh)（ただし、令和 2 年度の小売電気事業者の調整後排出係数

の算定に用いたものに限る。） 



④J-クレジット制度により認証された再生可能エネルギー電気由来クレジットの電

力相当量(kWh)（ただし、令和 5 年度の小売電気事業者の調整後排出係数の算定に

用いたものに限る。） 

⑤非化石価値取引市場から調達した固定価格買取制度による再生可能エネルギー電

気に係る非化石証書の量(kWh)（ただし、令和 5 年度の小売電気事業者の調整後排

出係数の算定に用いたものに限る。） 

⑥令和 5 年度の供給電力量（需要端(kWh)） 

１．再生可能エネルギーとは、FIT 法第二条第４項に定められる再生可能エネルギー源を

用いる発電設備による電気を対象とし、太陽光、風力、水力（30,000kW 未満、ただ

し、揚水発電は含まない）、地熱、バイオマスを用いて発電された電気とする。（た

だし、インバランス供給を受けた電力に含まれる再生可能エネルギー電気については

含まない。） 

２．令和 5 年度の再生可能エネルギー電気の利用量（①＋②＋③＋④＋⑤）には他小売電

気事業者への販売分は含まない。 

３．令和 5 年度の供給電力量（⑥）には他小売電気事業者への販売分は含まない。 

⑤ 需要家への省エネ

ルギー・節電に関する情

報提供の取組 

需要家に対する省エネルギー・節電に関する情報提供の取組について、需要家の省エネ

ルギーの促進の観点から評価する。 

具体的な評価内容として、 

・電力デマンド監視による使用電力量の表示（見える化） 

・需給逼迫時等における需要家の電力使用抑制に資するサービス（リアルタイムの情報

提供、協力需要家への優遇措置の導入） 

例えば、需要家の使用電力量の推移等をホームページ上で閲覧可能にすること、需要家

が設定した最大使用電力を超過した場合に通知を行うこと、電力逼迫時等に電気事業者側

からの要請に応じ、電力の使用抑制に協力した需要家に対して電力料金の優遇を行う等が

あげられる。なお、本項目は個別の需要者に対する省エネルギー・節電に関する効果的な

情報提供の働きかけを評価するものであり、不特定多数を対象としたホームページ等にお

ける情報提供や、毎月の検針結果等、通常の使用電力量の通知等は評価対象とはならない。 
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附則 

 第１章 総則 

（目的） 

第１条 この細則は、国立大学法人東京外国語大学会計規程（以下「会計規程」という。）

の定めるところにより、国立大学法人東京外国語大学（以下「本学」という。）が締結する売買、

貸借、請負その他の契約に関する事務の取扱について必要な事項を定め、もって、契約事務の適正

かつ効率的な運営を図ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 本学における契約事務の取扱については、別に定めるもののほか、この細則の定めるところ

による。 

２ 本学における契約の一般的約定事項に関しては、文部科学省発注工事請負等契約規則（平成 13 年

文部科学省訓令第 22 号）に規定する工事請負契約基準、製造請負契約基準及び物品供給契約基準に

準ずる。 

（契約の統括） 

第３条 学長は、契約に関する事務を統括する。 

（契約責任者） 

第４条 契約責任者（会計規程第 39 条に規定する契約責任者。以下同じ。）は、事務局長とする。 

２ 契約責任者は、契約に関する事務の一部を委任することができる。ただし、特段の事情がある場

合を除き、出納責任者に契約を行う権限を委任してはならない。 

３ 契約責任者は、協定を取り交わすことにより、契約に関する事務の一部を、他の国立大学法人の

長（以下「他国立大学学長）という。）又は他の国立大学法人において契約に関する事務を分掌す

る者（以下「他国立大学契約分掌者」という。）に委任することができる。 

参 考 資 料



 （委員会の設置） 

第５条 契約責任者は、契約に関する事務を行わせるため、次の各号に掲げる委員会を必要に応じて

置くものとする。 

 (1) 契約に関する重要事項を審査するための契約審査委員会 

 (2) 大型設備等の調達契約における仕様の策定を行うための仕様策定委員会 

 (3) 物品の調達契約において機種の選定を行う必要がある場合の機種選定委員会 

２ 前項に規定する委員会の職務、構成その他必要な事項は、別に定める。 

   第２章 競争参加者の資格 

 （競争に参加させることができない者） 

第６条 売買、貸借、請負その他の契約につき、会計規程第４０条に規定する競争（以下「一般競

争」という。）に付するときは、次の各号に掲げる者を競争に参加させることができない。 

  (1) 未成年者、被補助人、被保佐人及び成年被後見人。ただし、民法の規定により契約締結に必

要な同意を得ている者を除く。 

 (2) 破産者で復権を得ない者 

 （競争に参加させないことができる者） 

第７条 契約責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者を、その事実があった後２年間競争

に参加させないことができる。代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、同様

とする。 

 (1) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関

して不正の行為をした者 

 (2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合し

た者 

 (3) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 (4) 落札しても契約を締結しなかった者 

 (5) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (6) 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

 (7) 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理

人、支配人その他の使用人として使用した者 

２ 契約責任者は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を競争に参加させないこ

とができる。 

 （競争参加者の資格） 

第８条 契約責任者は、一般競争に加わろうとする者に必要な資格について、物品の製造・販売等の

競争参加に係るものについては、「競争参加者の資格に関する公示」により各省各庁の全調達機関

において有効な統一資格を得た者を、建設工事の競争参加に係るものについては、文部科学省にお

ける「競争参加者の資格に関する公示」により一般競争参加者の資格を得た者を、それぞれ本学に

おける一般競争参加者の資格を有するものとして認めるものとする。 

２ 前項の一般競争参加者の資格（契約の種類、競争に参加できる予定価格の範囲等による等級の格

付け）により、一般競争を実施する場合において、その等級の資格を有する者の競争参加が僅少で

あるとき等は、当該資格の等級の１級上位若しくは２級上位又は１級下位若しくは２級下位の資格

の等級に格付けされた者を、当該一般競争に加えることができるものとする。 



３ 指名競争の競争参加者の資格については、前２項を準用するものとする。 

   第３章 公告等及び競争 

 （入札の公告等） 

第９条 契約責任者は、入札の方法により一般競争に付そうとするときは、その入札日の前日から起

算して少なくとも１０日前に掲示その他の方法により公告しなければならない。ただし、急を要す

る場合においては、その期間を５日まで短縮することができる。 

 （一般競争入札について公告する事項） 

第１０条 前条の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

 (1) 競争入札に付する事項 

 (2) 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 (3) 契約条項を示す場所 

 (4) 競争執行の場所及び日時 

 (5) 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

 (6) その他必要な事項 

２ 契約責任者は、前項第２号に規定する競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入

札に関する条件に違反した入札は無効とする旨を当該公告において明らかにしなければならない。 

 （指名競争入札における指名通知） 

第１１条 契約責任者は、指名競争に付するときは、前条第１項第１号及び第３号から第６号までに

掲げる事項をその指名する者に書面をもって通知しなければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の指名通知の場合に準用する。 

 （保証金の納付） 

第１２条 会計規程第４６条に規定する保証金の納付は、金融機関自己宛小切手、金融機関支払保証

小切手、郵便為替証書の提供をもってこれに代えることができる。 

 （入札保証金の免除） 

第１３条 契約責任者は、会計規程第４６条第１項ただし書きの規定により、次に掲げる場合におい

ては、保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 (1) 競争に参加しようとする者が保険会社との間に本学を被保険者とする入札保証保険契約を結

んだとき。 

 (2) 第８条に規定する資格を有する者が契約を結ばないこととなるおそれがないと認められると

き。 

 （入札説明会） 

第１４条 契約責任者は、入札公告、指名通知（以下「公告等」という。）及び入札説明書で示した

契約の内容、入札条件等で書面に記載することが難しい事項、錯誤の生じるおそれのある事項等に

ついて、補足説明をする必要があると認める場合には、入札説明会を開催することができる。 

 （予定価格の作成） 

第１５条 契約責任者は、契約を締結する場合においては、あらかじめ契約を締結しようとする事項

に関する仕様書、設計書等によってその予定価格を書面（以下「予定価格調書」という）により作

成しなければならない。 

２ 前項に規定する予定価格調書は、封書にし、開札の際これを開札場所に置かなければならない。 

 （予定価格の決定方法） 



第１６条 予定価格は、競争入札に付する事項の総額について定めなければならない。ただし、一定

期間継続して行う製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価をもって

その予定価格を定めることができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難

易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

 （入札の執行） 

第１７条 契約責任者は、競争入札を執行しようとする場合は、次に掲げる事項を記載した入札書を

競争参加者又はその代理人（以下「競争参加者等」という。）から提出させなければならない。 

 (1) 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名 

 (2) 入札金額 

 (3) 競争加入者本人の住所、氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押

印 

 (4) 代理人が入札する場合は、競争参加者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名称又は商

号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印 

 （入札書の引き換え等の禁止） 

第１８条 契約責任者は、入札を執行しようとする場合において、競争参加者等をして、その提出し

た入札書の引換え、変更又は取り消しをさせてはならない。 

 （入札書の訂正） 

第１９条 契約責任者は、あらかじめ入札説明書等において、競争参加者等に、入札書に記載する事

項を訂正する場合は、当該訂正部分について競争参加者等が押印しておかなければならないことを

知らせておかなければならない。 

 （代理人による入札） 

第２０条 契約責任者は、代理人が入札するときは、あらかじめ競争参加者等から代理委任状を提出

させなければならない。 

 （開札） 

第２１条 契約責任者は、公告等に示した競争執行の場所及び日時に、競争参加者を立ち会わせて開

札をしなければならい。この場合において、競争参加者等が立ち会わないときは、入札事務に関係

のない職員を立ち会わせなければならない。 

 （入札場の入退場の制限） 

第２２条 契約責任者は、競争参加者等、入札執行事務に関係のある職員（以下「入札関係職員」と

いう。）及び前条に規定する立会い職員以外の者を、入札場に入場させてはならない。 

２ 入札開始以後においては、競争参加者等を入札場に入場させてはならない。 

３ 特にやむを得ないと認められる事情がある場合のほか、いったん入場した者の退場を許してはな

らない。 

 （入札の延期又は取りやめ等） 

第２３条 契約責任者は、競争参加者等が相連合し、又は不穏な行動をなす等の場合で、入札を公正

に執行することができない状況にあると認めたときは、当該競争参加者等を入札に参加させず、又

は入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることができる。 

 （無効の入札書） 

第２４条 次の各号の一に該当する入札書は、これを無効なものとして処理しなければならない。 



 (1) 入札公告及び入札説明書に示した競争に参加する資格のない者の提出した入札書 

 (2) 調達件名及び入札金額のないもの 

 (3) 競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のな

い又は判然としないもの 

 (4) 代理人が入札する場合は、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代

表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のない又は判然とし

ないもの（記載のない又は判然としない事項が、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その

名称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示である場合には、正当な代理人

であることが代理委任状その他で確認されたものを除く。） 

 (5) 調達件名に重大な誤りがあるもの 

 (6) 入札金額の記載が不明確のもの 

 (7) 入札金額の記載を訂正したもので、その訂正について印の押していないもの 

 (8) 公告等及び入札説明書に示した競争参加者等に要求される事項を履行しなかった者の提出し

たもの 

 (9)その他入札に関する条件に違反した入札書 

 （再度入札） 

第２５条 契約責任者は、開札をした場合において、競争参加者等の入札のうち予定価格の制限に達

した価格の入札がないときは、直ちに再度の入札をすることができる。 

２ 前項の規定により再度の入札を行う場合は、予定価格その他の条件を変更してはならない。 

 （再度公告入札の公告期間） 

第２６条 契約責任者は、入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を結ばない場合におい

て、さらに入札を付そうとするときは、第９条の公告の期間を５日までに短縮することができる。 

 （せり売り） 

第２７条 契約責任者は、動産の売払いについて特に必要があると認めるときは、本細則に準じ、せ

り売りに付することができる。 

   第４章 落札者の決定等 

 （落札者の決定方法） 

第２８条 契約責任者は、落札となるべき同価格の入札をした者が二人以上あるときは、直ちに当該

競争参加者等にくじを引かせて落札者を定めなければならない。 

２ 前項の同価格の入札をした者のうち、出席しない者又はくじを引かない者があるときは、これに

代わって入札事務に関係ない職員に、くじを引かせなければならない。 

 （最低価格の入札者を落札者としないことができる契約） 

第２９条 会計規程第４４条第１項ただし書に規定する支出の原因となる契約は、予定価格が１，０

００万円を超える工事又は製造その他についての請負契約とする。 

２ 前項に規定する契約について、契約の相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その

者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる場合の基準は、次

の各号の一に該当する場合とし、その場合にあっては最低価格の入札者を直ちに落札者としないも

のとする。 

 (1) 工事の請負契約については、予定価格算出の基礎となった直接工事費から直接仮設工事費相

当額を控除した額を下廻る入札価格であった場合 



 (2) 製造請負契約については、予定価格算出の基礎となった直接材料費及び直接労務費を下廻る

入札価格であった場合 

 (3) その他の請負契約については、予定価格算出の基礎となった直接物品費及び直接人件費を下

廻る入札価格であった場合 

 (4) 工事又は製造の請負契約で特別なものについては、第１号又は第２号の規定にかかわらず、

競争入札ごとに２分の１から１０分の８までの範囲内で契約責任者が定める割合を当該競争の

予定価格に乗じて得た額を下廻る入札価格であった場合 

３ 契約責任者は、前項に該当することとなったときは、直ちに入札価格について調査しなければな

らない。 

４ 契約責任者は、前項の調査の結果、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認めたときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込

みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者とするものとする。 

 （落札者の決定通知） 

第３０条 前条の規定により落札者を定めたときは、直ちに、次の各号に掲げる通知をするものとす

る。 

 (1) 次順位者を落札者とした場合は次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める通知 

  ア 当該落札者 必要な事項の通知 

  イ 最低価格で申し込みをした者で落札者とならなかった者 落札者とならなかった理由そ

の他必要な事項 

  ウ その他の入札者 落札の決定があった旨の通知 

 (2) 最低価格で申し込みをした者を落札者とした場合は次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定め

る通知 

  ア 当該落札者 必要な事項の通知 

  イ その他の入札者 落札の決定があった旨の通知 

 （落札決定後の入札保証金の処理） 

第３１条 入札保証金は、落札者が決定した後に納付者に返還しなければならない。ただし、落札者

の納付に係るものは、契約締結後に返還するものとする。 

２ 落札者の納付に係る入札保証金は、前項の規定にかかわらず、その者の申し出によりこれを契約

保証金に充てることができる。 

３ 落札者の納付に係る入札保証金は、その者が契約を結ばないときは本学に帰属させるものとし、

その旨を公告等又は入札説明書において明らかにしなければならない。 

   第５章 指名競争契約 

 （指名競争に付することができる場合） 

第３２条 会計規程第４１条第１項第３号に規定する基準額は、次のとおりとする。 

 (1) 工事又は製造の請負契約で予定価格が１，０００万円を超えないとき。 

 (2) 財産の買入契約で予定価格が１，０００万円を超えないとき。 

 (3) 物件の借入契約で予定賃借料の年額又は総額が１，０００万円を超えないとき。 

 (4) 財産の売払契約で予定価格が５００万円を超えないとき。 

 (5) 物件の貸付契約で予定賃貸料の年額又は総額が５００万円を超えないとき。 

 (6) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約で予定価格が１，０００万円を



超えないとき。 

２ 随意契約によることができる場合においては、指名競争に付することを妨げない。 

 （指名の基準） 

第３３条 契約責任者は、第８条の競争参加者の資格を有する者のうちから、競争に参加させる者を

指名しようとするときは、次の各号に定める基準によるものとする。 

 (1) 指名に際し、著しい経営状況の悪化又は信用度の低下の事実がなく、かつ、契約の履行がな

されない恐れがないと認められる者であること。 

 (2) 当該指名競争入札に付する契約の性質又は目的により当該契約の履行について、法令の規定

により官公署等の許可又は認可等を必要とするものにあっては、当該許可又は認可等を受けて

いる者であること。 

 (3) 特殊な工事等の契約を指名競争に付する場合において、その工事等の施行又は供給の実績が

ある者に行わせる必要があるときは、当該実績を有する者であること。 

 (4) 指名競争に付する工事等の履行期限又は履行場所等により当該工事等に原材料、労務、その

他を容易に調達して施行しうる者に行わせること又は一定地域にある者のみを対象として競争

に付することが契約上有利と認める場合において、当該調達をして施行することが可能な者又

は当該一定地域にある者であること。 

 (5) 工事等の契約について、その性質上特殊な技術、機械器具又は生産設備等を有する者に行わ

せる必要がある場合においては、当該技術、機械器具又は生産設備等を有する者であること。 

 (6) 輸入に係る物品の購入契約において当該物品等に関する外国の製造会社又は販売会社から販

売権を得ている者又は当該取引が可能な者であること。 

 （競争参加者の指名） 

第３４条 指名競争に付するときは、第８条の資格を有する者のうちから、前条の基準により、競争

に参加する者をなるべく１０人以上指名しなければならない。 

   第６章 随意契約 

 （随意契約による場合） 

第３５条 会計規程第４２条第１項第４号に規定する基準額は、次のとおりとする。 

 (1) 工事又は製造の請負契約で予定価格が５００万円を超えないとき。 

 (2) 財産の買入契約で予定価格が５００万円を超えないとき。 

 (3) 物件の借入契約で予定賃借料の年額又は総額が５００万円を超えないとき。 

 (4) 財産の売払契約で予定価格が５００万円を超えないとき。 

 (5) 物件の貸付契約で予定賃貸料の年額又は総額が５００万円を超えないとき。 

 (6) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約で予定価格が５００万円を超え

ないとき。 

２ 前項のほか、会計規程第４２条第１項に規定する随意契約によることができる場合とは、次に掲

げる場合とする。 

 (1) 本学の行為を秘密にする必要があるとき。 

 (2) 運送又は保管をさせるとき。 

 (3) 官公署、特殊法人、公益法人及び独立行政法人と契約を締結するとき。 

 (4) 外国で契約するとき。 

 (5) 競争に付しても入札者がないとき又は再度の入札に付しても落札者がないとき。 



 (6) 落札者が契約を結ばないとき。 

 (7) 特定の設備及び技術を有する制作者でなければ制作できない物件を制作させるとき。 

 (8) 特定の販売業者以外からは購入することができない物件を買入れるとき。 

 (9) 前各号に規定するもののほか、業務上必要のあるとき。 

３ 第２項第５号に規定する随意契約においては、契約保証金及び履行期限を除くのほか、最初競争

に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

４ 第２項第６号に規定する随意契約においては、その落札金額の範囲内であること、及び履行期限

を除くほか、最初競争に付するときに定めた条件を変更することができない。 

 （予定価格調書の省略） 

第３６条 第１５条の規定は、随意契約の場合に準用する。ただし、次に掲げる随意契約について

は、予定価格調書の作成を省略することができる。 

 (1) 法令に基づいて取引価格が定められているもの、その他特別の事由により、特定の取引価格

によらなければ契約をすることが不可能又は著しく困難であると認められるもの 

 (2) 予定価格が５００万円を超えないと見込まれる随意契約で、予定価格調書その他の書面によ

る予定価格の積算を省略しても支障がないと認められるもの 

 （分割契約） 

第３７条 第３５条第２項第５号及び第６号に定めるところにより随意契約によろうとする場合にお

いては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができる場合に限り、当該価格又は金額の

制限内で数人に分割して契約をすることができる。 

 （見積書の徴取） 

第３８条 随意契約によろうとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を徴取しなければなら

ない。ただし、予定価格が３００万円を超えないと見込まれる随意契約で、契約責任者が見積書の

徴取を省略しても支障がないと認めるときは、見積書の徴取を省略することができる。 

   第７章 契約の締結 

 （契約書の記載事項） 

第３９条 会計規程第４５条に規定する契約書には、契約の目的、契約金額、履行期限及び契約保証

金に関する事項のほか、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的

により該当のない事項は、この限りではない。 

 (1) 契約履行の場所 

 (2) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

 (3) 監督及び検査 

 (4) 履行の遅滞その他債務不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

 (5) 危険負担 

 (6) 瑕疵担保責任 

 (7) 契約に関する紛争の解決方法 

 (8) その他必要な事項 

 （契約書の省略） 

第４０条 会計規程第４５条ただし書きの規定により契約書の作成を省略することができる場合は、

次に掲げる場合とする。 

 (1) 一般競争契約、指名競争契約又は随意契約で、契約金額が５００万円を超えない契約をする



場合 

 (2) せり売りに付する場合 

 (3) 物品の売払いで、買受人が代金を即納してその物品を引き取る場合 

 （契約保証金の納付） 

第４１条 会計規程第４６条に規定するの保証金の納付は、金融機関自己宛小切手、金融機関支払保

証小切手、郵便為替証書の提供をもってこれに代えることができる。 

２ 契約保証金は、これを納付した者がその契約上の義務を履行しないときは、本学に帰属させるも

のとし、その旨を公告又は入札説明書においてあらかじめ定めておかなければならない。 

３ 契約保証金は、契約の相手方が契約上の義務を履行した後に返還するものとする。 

 （契約保証金の免除） 

第４２条 次に掲げる場合においては、前条の規定にかかわらず、契約保証金の全部又は一部を免除

することができる。 

 (1) 契約の相手方が、保険会社との間に本学を被保険者とする履行保証保険契約を締結したと

き。 

 (2) その他その必要がないと認められるとき。 

   第８章 監督及び検査 

 （監督職員の一般的職務） 

第４３条 契約責任者は、会計規程第４７条に規定する監督が必要な場合は、監督する者（以下「監

督職員」という。）を命ずるものとする。監督職員は、工事製造その他についての請負契約（以下

「請負契約」という。）に係る仕様書及び設計書に基づき当該契約の履行に必要な細部設計図、原

寸図等を作成し、又は契約の相手方が作成したこれらの書類を審査して承認しなければならない。 

２ 監督職員は、必要があるときは、請負契約の履行について、立会い、工程の管理、履行途中にお

ける工事製造等に使用する材料の試験若しくは検査等の方法により監督をし、契約の相手方に必要

な指示をするものとする。 

３ 監督職員は、監督の実施に当たっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのないようにす

るとともに、監督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に属する事項は、これを他

に漏らしてはならない。 

 （監督職員の報告） 

第４４条 監督職員は、契約責任者と緊密に連絡するとともに、監督の実施についての報告をしなけ

ればならない。 

 （検査職員の一般的職務） 

第４５条 契約責任者は、会計規程第４７条に規定する検査が必要な場合は、検査をする者（以下

「検査職員」という。）を命ずるものとする。検査職員は、請負契約についての給付完了の確認に

つき、契約書、仕様書、設計書その他の関係書類に基づき、かつ、必要に応じ当該契約に係る監督

職員の立会いを求め、当該給付の内容について検査を行わなければならない。 

２ 検査職員は、請負契約以外の契約についての給付完了の確認につき、契約書その他の関係書類に

基き、当該給付の内容及び数量について検査を行わなければならない。 

３ 前２項の場合において必要があるときは、破壊若しくは分解又は試験して検査を行うものとす

る。 

４ 検査職員は、前３項の検査を行った結果、その給付が当該契約の内容に適合しないものであると



きは、その旨及びその措置についての意見を契約責任者に報告するものとする。 

 （検査の時期） 

第４６条 検査の時期は、相手方から給付を終了した旨の通知を受けた日から１４日以内に行わなけ

ればならない。 

 （検査調書の作成） 

第４７条 会計規程第４７条に規定する検査を行った者は、検査を完了した場合においては、第４８

条に定める場合を除き検査調書を作成しなければならない。 

２ 前項の規定により検査調書を作成する場合においては、当該検査調書に基づかなければ、支払を

することができない。 

 （検査調書の省略） 

第４８条 前条に規定する検査調書は、請負契約又は物件の買入その他の契約に係る給付の完了の確

認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行うものを除く。）のために作成

するものであって、当該契約金額が５００万円を超えない契約に係るものについては、省略するこ

とができるものとする。ただし、検査を行った結果、その給付が当該契約の内容に適合しないもの

であるときは、この限りではない。 

 （監督及び検査の委託） 

第４９条 監督及び検査は、特に必要があるときは、本学の教職員以外の者に委託して行わせること

ができる。 

 （兼職の禁止） 

第５０条 検査職員及び前条の規定により検査を委託された者は、監督職員及び前条の規定により監

督を委託された者の職務と兼ねることができない。 

   第９章 代価の収納及び支払 

 （代価の収納） 

第５１条 契約責任者は、資産を売却し、貸付又は使用させようとする場合において、徴収すべき代

価があるときは、当該資産の引渡し、移転の登記若しくは登録の前又は使用開始前にその代価を契

約の相手方に前納させなければならない。ただし、やむを得ない事情があるときは、相当の期間を

定め分納させることができる。 

２ 契約の性質上前項の規定により難いときは、その代価を後納させることができる。 

 （代価の支払） 

第５２条 契約責任者は、代金を支払う場合においては、契約の相手方に適正な請求書を提出させ、

会計規程実施細則第２０条に定める支払期日若しくは当該代金に係る約定期間内に、これを支払う

よう措置しなければならない。ただし、前払金及び概算払金を支払う場合を除き、代金を支払う場

合は、会計規程第４７条に規定する検査の完了後としなければならない。 

２ 契約の性質上前項の期間内に代価を支払うことが不適当と認められるときには、別に支払い期間

を約定することができる。 

 （部分払いの限度） 

第５３条 契約により、工事若しくは製造その他についての請負契約に係る既済部分又は物件の買入

契約に係る既納部分に対し、その完済前又は完納前に代価の一部を支払う必要がある場合における

当該支払金額は、工事又は製造その他についての請負契約にあってはその既済部分に対する代価の

１０分の９、物件の買入契約にあってはその既納部分に対する代価をこえることができない。ただ



し、性質上可分の工事又は製造その他についての請負契約に係る完済部分にあっては、その代価の

全額までを支払うことができる。 

   第１０章 その他 

 （契約事務の委任を行う場合の特例） 

第５４条 第４条第３項に基づき契約に関する事務の一部を他国立大学学長又は他国立大学契約事務

分掌者に委任する場合は、第５条から第３４条及び第３９条から第４２条の定めは当該国立大学法

人の定めを適用することができる。 

   附 則 

 この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この細則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この細則は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この細則は、平成２３年３月２９日から施行し、平成２３年１月７日から適用する。 

   附 則 

 この細則は、令和４年１２月２７日から施行する。 
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